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研究成果の概要（和文）：看護師・准看護師の就労動向を分析し、平成18年以降、1）都市部でも地方でも常勤よりも
非常勤の割合が拡大していること、2）病院で就労する看護師は40代以降急激に減少する状況には変化がないこと、3）
介護保険施設では40代、50代が主力となっているが定着が困難であることがわかった。中高年看護職者の就労継続のた
めの支援の必要性が示唆された。
また、病院で就労する看護職者の調査では30代、40代が50代よりもワーク・ファミリー・コンフリクトが有意に高く、
未就学児をもつ者は持たない者よりもＷＦＣが有意に高かった。子育て期にある看護師をサポートする役割として定年
後の看護師の活用が考えられた。

研究成果の概要（英文）：As a result of analyzing the working trends of nurses and assistant nurses, it bec
ame clear that after 2006, 1) the percentage of part-time workers compared to full-time workers has increa
sed in the urban areas as well as in the rural areas, 2) the situation where there is a sharp decline in t
he number of nurses who work in hospitals after their forties has not changed, and 3) nurses in their fort
ies and fifties are the main working force at facilities covered by long-term care insurance but it is dif
ficult to increase their retention rate. The need for support in order for middle and older aged nursing p
ersonnel to continue working was suggested.Furthermore, in a survey on nursing personnel who work in hospi
tals, those in their thirties and forties had a significantly higher work-family conflict compared to thos
e in their fifties, as well as those with preschool-age children compared to those without. 
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１． 研究開始当初の背景 
わが国では少子高齢化が進展しているに

も関わらず依然として病院では 2 0 代、30 代

を中心とする就労構造にあり離職、雇用のミ

スマッチ等を要因として人材不足が問題と

なっている。潜在看護職者は 65 万人と推定

されており、労働環境の改善も十分には進ん

でいない。 

日本看護協会の労働実態調査（日本看護協

会、2009）によると、2 万人の看護職者が月

60 時間もの超過労働を行っており、特に 20

代の看護職者の疲労が指摘されている。これ

では、潜在看護職者を職場復帰させることは

おろか、現在就労中の看護職者を定着させる

ことも、若者に看護という職業を魅力のある

仕事として認知してもらうことも不可能で

ある。加えて、即戦力を求める求人側は離職

期間の長い潜在看護職者を敬遠する傾向が

あり、とりわけ中高年看護職者の場合（本研

究では便宜的に50歳以上の看護職者とする）、

雇用者は、採用の現実的場面で加齢による業

務への影響を考え採用をためらうことがあ

る（田中・吉原他、2005）。看護職者の労働

環境は依然として厳しく、しかも一旦離職す

ると復職が極めて難しい。速やかにワーク・

ライフ・バランス対策を講じ、定着促進と同

時に復職の抜本的対策が必要である。 

 
２． 研究の目的 
以下の調査によって看護師と准看護師の

年代別の就労動向を把握しつつ、病院で就労

する看護職者のワーク・ライフ・バランスの

実態を明らかにし、中高年看護職者のセカン

ドキャリアのあり方を分析する。 

1）看護師と准看護師の就労動向を経年的に

年齢階級別、場所別に分析することとした。

（就労動向調査） 

2）急激な少子高齢化によって介護ニーズが

拡大することを踏まえ、介護保険施設が中高

年看護職者の第 2 の就労場所になるのか、就

労状況を把握するために介護保険施設にお

ける看護職者の雇用実態調査を行う。（介護

保険施設調査） 

3）適切なワーク・ライフ・バランス対策は

看護職者の健康に影響を与えると仮定し、中

高年看護師が働き続けられる環境を検討す

るために病院で就労する看護職者のワー

ク・ライフ・バランス(以下、ＷＬＢと略す）

の現状と健康状態を把握する。（ＷＬＢ・健

康調査） 

 
３． 研究の方法 
1）就労動向調査： 
特に病院と介護施設での就労動向を把握す
るために、介護保険法が制定された平成 12
年から平成 22 年までの衛生行政報告例を統
計法 33 条に基づき厚生労働省に申請し、デ
ータを取得した。経年的に都道府県ごとに病
院、介護老人保健施設、介護老人福祉施設等
施設ごとに、年齢階級別に就労者実数を出し
た。また、平成 18 年から雇用形態別にデー
タがまとめられていることから常勤、非正規、
派遣の3形態ごとに就労者数と割合を求め経
年変化を分析した。 
2）介護保険施設調査： 
介護保険関連施設（介護老人福祉施設、介護
老人保健施設、老人ホームなど）の施設長に
調査の趣旨を文書・口頭で説明し、同意が得
られた 3 施設から 2～3 名看護師を紹介して
もらった。看護師に文書・口頭で調査の趣旨、
プライバシーの保護の方法などを説明し調
査協力の意思が確認された上で一人 30 分か
ら 40 分程度のインタビューを行い、キャリ
アヒストリーシートへの記入してもらった。 
研究項目：（1）キャリアヒストリーシートの
項目：就業回数 、就業期間 、就労した場所 、
常勤・非常勤 、勤務形態 、仕事の内容 、
就職の決定につながった媒体 、辞めた理由。
（2）インタビュー項目：介護施設に、①就
労して困ったこと、②役に立ったこれまでの
経験や知識 、③就労する際、事前に勉強し
ておいたほうがよいこと、④就労する際、事
前に経験しておいたほうがよいこと、⑤介護
保険施設に初めて就労する看護職に必要な
支援。倫理的配慮：施設長と対象者には、調
査趣旨、および調査は匿名で実施しプライバ
シーの保護に努めることを文書・口頭で説明
し、同意を得た。インタビュー内容をまとめ
たものを本人に確認してもらい、公表したく
ないことについては削除・修正した。 
3）ＷＬＢ・健康調査 
Ａ県の200床以上の病院の看護部長に調査の
趣旨を口頭・文書で説明し、同意が得られた
22 病院の看護職員 4,170 人に調査票を配布、
2127人から郵送法で回収し（回収率48.9％）、
40～65歳の女性看護師962名を分析対象とし
た。質問紙の内容は、基本属性、ワークライ



フバランス（WLB）の認識（1 項目 4 件法）、
月経状態、主観的健康感（1項目 4件法）、自
覚症状（クッパーマン指数 17 項目 4 件法お
よび自由回答）である。倫理的配慮として、
対象者には文書で研究趣旨、プライバシーの
保護、調査への諾否の自由について説明した。
調査票の返送を持って同意を得た。 
 
４． 研究成果 
1）就労動向調査：平成 18 年以降、（1）非常
勤で就労する看護師・准看護師の割合が増え
ていること、（2）病院で就労する看護師は 40
代以降急激に減少する状況には変化がない
こと、（3）病院の就労者動向とは異なり介護
保険施設では 40 代、50 代が主力となってい
る、4）准看護師は、病院での就労者数は減
少し、逆に介護施設での就労者数が増加して
おり、病院から介護施設へのシフトが認めら
れた。派遣形態での就労者数が横ばいなのは、
人材派遣法の規制があり、産休や介護の補助
を除いて病院等での就労が困難であること
が考えられた。中央ナースセンター登録者が
非常勤を希望する者が多いこととを合わせ
て考えると、常勤者のワーク・ライフ・バラ
ンスは依然として問題があり、常勤を避ける
傾向が推測された。 
2）介護保険施設調査：今回の調査の対象者
は、20 代が 2名、30 代が 1名、40 代が 1名、
50 代が 3名で全員女性であった。 
a.キャリアヒストリーシートの結果:（1）新
卒者を除く６名が、3 か所以上での就労を経
験していた。（2）新卒者を除く６名の１回目
の就労は、病院、常勤、３交替であった。（3）
１回目就労時の勤務形態は３交替であるが、
数回転職すると日勤を選択する者が多い。
（4）現在の職場以前に介護施設や介護に関
係する職場での就労経験がある者は３名で
あった。（5）介護施設での就労後、病院に転
職するケースはなかった。（6）就職の媒体は、
知人の紹介、新聞雑誌等の求人情報、有料職
業紹介所（派遣含む）であった。B.インタビ
ューの結果:対象者のインタビューから合計
93 のコードが抽出された。（1）「就労して困
ったこと」では 47 件のコードが抽出され、
全コードの 50.5％と半数を占めていた。全員
が「プレッシャー」（医師がいないため自分
で判断しなければいけない、看護師としての
重責など 8 件）を挙げていた。「介護職の知
識・経験のばらつき」が 4 件、「知識・技術
に対する不安」、たとえば介護保険は働いて
みないとわからない、ブランクによる不安な
どが 6件であった。「病院との連携の難しさ」
が 6件、「多様で煩雑な業務」が 4件、「身体
的負担感」が 3 件、「限られた医療資源での
ジレンマ」が 3件あった。これらの中で、介
護施設と病院での就労とのギャップを表現
したコードが 20 件あった。（2）「介護施設に
就労する以前の役に立った経験や知識」では
合計 6件で、「様々な対象に対する看護経験」
が 3件、「病院で培った看護技術」が 2件、「デ

ィサービスでの経験」1件が抽出された。（3）
「介護施設に就労する際、事前に勉強してお
いたほうが良いこと」は合計9件が抽出され、
「知識不足の補充」、具体的には高齢者看
護・成人看護などが 3 件、介護保険制度が 4
件、経験から得られる知識が 2 件であった。
（4）「介護施設に就労する際、経験しておい
たほうがよいこと」は合計 11 件が抽出され、
「病院での経験」が４件、「介護への理解」
が 2件で、具体的には「病院での経験をその
まま持ち込むとギャップにつながる」、「介護
を理解しないと大変」が抽出された。また、
「高齢者に関する経験」として「老人看護」、
「脳外科」、「整形外科」、「皮膚科」、「認知症
の看護」が 5 件抽出された。（5）「介護保険
施設に初めて就労する看護師に必要な支援」
は合計 20 件が抽出され、全コード数（91）
のうち 22％を占めていた。そのうち「施設の
見学・研修」、具体的には認知症ケア、褥瘡
処置などが 9件、「労働環境の改善」が 5件、
「充実した指導体制」が 2 件、「施設の業務
基準（看護師の業務範囲などを示したもの）
の作成」が 2件であった。また、介護施設に
おける入所者の医療依存度が高まっている
現状と看護師の負担感の増加から、「医療依
存度の高い対象者を収容できる施設（老健施
設など）の増設」が 1件あった。 
3.ＷＬＢ・健康調査：  
1）基本属性、月経状態、自覚症状数： 
自覚症状重症度対象者の平均年齢は 48.3±
5.6 歳、（Mean±SD）であった。年代でみると、
40～49 歳が 57.6％と 6 割近くをしめ、50～
59 歳代 39.4％、60～65 歳が 3％であった。
回答者が勤務する施設は、村山地方が最も多
く 32.9％、一方、最も少なかったのは最上地
域 11.1%であった。配属部署で多かったのは、
内科系、外科系で合わせて 60.1％であった。
職位は主任・副師長が 46.8％と半数近くを占
めた。勤務形態は 84.7％が常勤であり、夜勤
ありは 79.4％で、日勤のみの者は少なかった。
家族背景は、70％以上が夫と子どもと同居し
ており、親世代（義父母、実母）の同居は、
21.5～34％であった。末子年齢が 19 歳以上
の者が 31.6％と最も多く、ついで 7～12 歳が
27.6％であった。主観的健康感は、健康と思
うものが 45％、思わないものが 55％と二分
された。月経状態では、40 歳代の 20.2％、
50 歳代 89％、60 歳代 100％が、月経周期が
不規則または閉経していた。97.6％の対象者
が1つ以上の自覚症状を有し、総症状数は8.1
±4.0 であった。自覚症状で最も多かったの
は、疲れやすい 88. 3%で、次いで肩こり、腰
痛、手足の節々の痛み 85.6%、憂鬱 68.9%で
あった。クッパーマン更年期指数による重症
度分類は、軽度が 64.6％、中等度 26.5％で、
重症は 9.0％であった。 
2）年代、月経状態別の検討： 
総症状数および自覚症状重症度 8項目（血管
運動症状、神経質症状、憂鬱、めまいや吐き
気、疲れやすい、肩こり・腰痛、頭痛、クッ



パーマン総得点）の得点は、年代による特徴
が認められた。これらはいずれも 40 および
50 歳代が 60 歳代に比べ有意に高かった（p
＜0.01 または p＜0.05）。一方、月経状態と
自覚症状重症度との関連が認められた症状
は 3項目あったが、規則的または不規則月経
者が閉経者より得点が高かった（p＜0.01 ま
たは p＜0.05）。閉経後経過年数別の検討では、
閉経後5年未満の者が血管運動症状得点と総
症状数が有意に多かった（p＜0.01 または p
＜0.05）。年代による自覚症状有訴者数の検
討では、17 症状中 10 症状で特徴がみられ、
40 歳代、50歳代は 60 歳代に比べて有訴者数
が多かった。月経状態と年代を 2要因とした
有訴者数の比較では、閉経と有訴者数の関連
はみられなかった。 
この検討では、年代による自覚症状重症度お
よび有訴者数の特徴が明らかになった。しか
し、月経状態や閉経後経過年数による検討で
は、有意差を認めた項目が少なかった。この
ことから、自覚症状重症度や症状の有無は、
月経状態（卵巣機能低下）以外の身体的心理
社会的要因が関連している可能性が示唆さ
れた。 
3）地域別の検討 
年代、月経状態別検討結果をふまえ、地域別
の検討を行った。基本的属性では、Ａ地方、
Ｂ地方がＣ地方より対象者の年齢が高かっ
た。また、末子年齢はＡ地方がＣ地方より年
齢が高かった。しかし、閉経年齢や通算経験
月数、子ども数などの 5項目は、有意差がな
かった。勤務形態、職位、WLB の認識、主観
的健康感は地域の特徴がみられた。Ｃ地方は
夜勤ありが多く、Ｂ地方は夜勤ありが少なか
った。Ｂ地方は中間管理職が少なく、スタッ
フ・その他が多く、Ｃ地方は、中間管理職が
多く、スタッフ・その他が少なかった。また、
庄内は WLB がとれていると思わないもの、健
康と思わないものが多かった。 
自覚症状重症度は、Ｄ地方がＡ地方、Ｂ地方
に比べ「疲れやすい」の得点が高かったが、
その他の症状は有意差がなかった。有訴者数
は 2症状（汗をかきやすい、頭が痛い）のみ
に地域差があった。地域と勤務形態の 2要因
による主観的健康感、自覚症状の関連をみる
と、Ｂ地方の夜勤者に健康と思うものが多く、
Ｄ地方が少なかった。また、夜勤者の自覚症
状（頭が痛い）の有訴者数は、Ｄ地方に多く、
Ｂ地方は少なかった。クッパーマン総得点と
症状数の比較では、クッパーマン総得点にお
いて、地域と勤務形態の交互作用および主効
果はみられなかった。一方、症状数は地域の
主効果があり、Ｄ地方がＢ地方に比べ症状数
が多かった。次いで、地域と職位の 2要因に
よる関連検討をした結果、Ｄ地方の中間管理
職は、WLB がとれていないと認識しているも
のが多く、Ｃ地方ではとれていると認識して
いるものが多かった。主観的健康感では、Ｂ
地方の管理職は健康と認識しているものが
多く、Ｄ地方は思わないものが多かった。同

様に、Ｄ地方の中間管理職は健康と思わない
ものが多かった。自覚症状との関連では、2
症状のみに関連を認め、Ａ地方の中間管理職
は「汗をかきやすい」の有訴者が少なく、Ｃ
地方は多かった。また、Ｂ地方の管理職は憂
鬱の有訴者が少なかった。クッパーマン総得
点と症状数では、双方とも交互作用と主効果
はなかった。 
4．各年代における基本属性と、WLB の認識、
主観的健康感、自覚症状との関連 
地域別の検討により地域特性を認めたため、
地域を制御変数とし、年代ごとに基本属性と
WLB の認識、主観的健康感、自覚症状との関
連を検討した。その結果、以下の知見が明ら
かになった。 
各年代に共通してみられたのは、WLB と主
観的健康感、主観的健康感と自覚症状重症度
および総症状数との相関である。 
40、50 代の年代と 60 代で異なった特徴が
みられた。40，50 代では、1週間の総労働時
間の多さや平日余暇時間の少なさがWLBの認
識を悪くしていたが、60 代では家事頻度や労
働時間、余暇時間は WLB に関連していなかっ
た。 
健康感と自覚症状重症度では、40，50 代は
血管運動神経症状と知覚症状、めまいや吐き
気、肩こりとの間に関連があったが、60代で
はみられなかった。しかし、60 代で相関が認
められた項目をみると、40，50 代とくらべ相
関係数値が高かった。 
WLB と自覚症状重症度は、40，50 代が 4ま
たは 5の症状群と関連していたのに対し、60
代では 1症状群のみと少なかった。 
今回の分析結果より、中高年看護職者の主観
的健康感を良好にするためには、WLB の認識
改善を目指した組織的な支援の必要性が示
唆された。また、主観的健康感には 40～60
歳代特有の自覚症状の程度や症状数との関
連が示唆されたことから、症状軽減のための
対策を講じることが重要である。石田ら 5）
の報告では、主観的健康感の悪さに労働時間
の長さやマンパワーの不足、仕事ペースの裁
量のなさ、職場環境が関連していた。今回の
分析ではマンパワーや仕事の裁量、職場環境
について詳細な検討を行っていないため、今
後はWLBに関連する仕事や生活背景要因との
関連について分析を進める必要がある。 
労働、家事時間と WLB の関連において 40，50
代と 60 代で異なった結果となった理由の一
つに、40，50 代の総労働時間が長く、平日余
暇時間が短かったことが本結果に影響して
いると考えられる。60 代では、末子年齢が
30 歳と高く、子どもの日常生活はほぼ自立し
ていると考えられることや親世代の同居が
少ないことから、40，50 代に比べて家事労働
時間が少なく、ゆとりがある生活を送ってい
るためと考えられる。 
健康感と自覚症状重症度で、60 代に血管運動
神経症状との関連がなかった。ほてりやめま
い等の血管運動神経症状は卵巣ホルモン（エ



ストロゲン）低下に伴う欠乏症状の一つで、
40代から 50歳半ば頃にかけて認められる 6）。
40，50 代ではエストロゲン低下が急激なため
血管運動症状が生じるが、60 代ではエストロ
ゲン低下が終了し、低値となるために症状自
覚がほとんどない。年齢別症状重症度の比較
（表 18）でも、60 代はほとんど症状がない
値であったことから、関連がなかったと考え
られる。 
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